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第１節　自然とのふれあいの推進【自然環境課】

１　優れた自然の保全

（１）自然環境保全地域の保全

　本県は、優れた自然が多く存在し、住みよい郷土を形づくっているところですが、近年

これらの優れた自然環境も産業の進展と社会構造の多様な変化によって次第にその様相を

変えつつあります。

　このため、昭和 48 年３月に「島根県自然環境保全条例」を制定し、これにより県内の

自然公園区域外で学術的に価値の高い優れた自然の存する地域を自然環境保全地域に指定

し、適正な保全を図ることとしました。その候補地として、自然保護基本調査の結果、自

然的、社会的諸条件を勘案し、県下で 21 地域を選定し、48 年度から 52 年度まで５か年

計画で総合的な学術調査を行いました。

　しかし、学術上の価値や制度上の観点から再検討すべき地域も生じたことから、昭和

58、59 年の２か年にわたり候補地全体の見直しを実施し、総合的学術調査の結果に基づき、

その重要度、緊急度等を勘案し、逐次指定を行ってきたところです。（表 2－ 1－ 1）

　しかし、高冷地で見られる特有な低層湿原である赤名湿地性植物群落については、指定

後約３０年を経過し、様々な要因により自然遷移による乾燥化が進み、湿地性植物の衰退

化が懸念されてきたことから、地元住民や専門家を交えた検討会を設置して対応を話し合

い、平成１４、１５年度でボランティアの協力を得ながら、湿地の自然の再生を図りました。

　指定した地域については、地元の保護団体等の協力を得ながら、巡視や草刈りなどの保

全活動を実施し、適正な保全に努めています。
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（２）「みんなで守る郷土の自然」選定活用事業

　「みんなで守る郷土の自然」については、昭和 62 年度から選定をはじめ、地域住民を中

心とした保全活動の助成や地域整備事業を実施しています。平成 16 年度には新たに「川

本町イズモコバイモ自生地」「八千代川カジカガエル生息地」の２ヶ所を選定し、累計で

51 ヶ所となりました。

（３）自然環境保全基礎調査の概要

　自然環境保全基礎調査は、自然環境保全法第４条に基づき、概ね５年ごとに実施される

調査で、第１回は昭和48年度、第２回は昭和53年度～54年度、第３回は昭和58～ 62年度、

第４回は昭和 63 年度～平成４年度、第５回は平成５～ 10 年度、第６回は平成 11 ～ 16 年

度にかけて実施されました。平成 17 年度からは、第７回自然環境保全基礎調査が予定さ

れています。

　なお、この自然環境保全基礎調査のデータによれば、規模や構造、分布等において代表

的・典型的なものであるなど保全すべき植物群落として、県内では 173 の特定植物群落が

選定されています。

（４）自然保護意識の普及・啓発

　平成 12 年度から県民参加型による身近な生物の分布調査として「みんなで調べるしま

ねの自然調査」を実施しています。平成 16 年度は水生昆虫の調査を実施し調査結果を広

く公表しました。

　また、自然観察指導者の養成のための講習会や、技術の向上のためのフォローアップ研

修を開催しており、平成 16 年度には新たに 56 名の自然観察指導員が誕生しました。

　そのほか普及啓発教材として、県民が“いつでも・誰でも・手軽に”自然観察が行える

よう「自然観察モデルコースガイドブック」を作成し、ホームページでも公開しています。

　

２　自然公園の保護と利用

（１）本県の自然公園

　我が国は、世界の中でも屈指の風景国といわれており、四季折り折りの自然風景は、私

たちの人間性や情緒を育む母体です。

　そこで、特に優れた自然の風景地を国民の遺産として後世に引き継いでいくために、国

立・国定公園及び県立自然公園に指定してその保護を図るとともに、これを自然とのふれ

あいの場とする健全な野外レクリエーションにも活用しています。

　本県においても、隠岐島や島根半島に代表される優れた自然の海岸風景や、典型的なト

ロイデ火山の三瓶山、中国脊梁山地の山岳・渓谷景観を有しているため、大山隠岐国立公

園をはじめ比婆道後帝釈と西中国山地の２か所の国定公園及び清水月山等の 11 か所の県

立自然公園が指定されており、その総面積は 40,519ha で、県土面積の 6.0％を占めてい

ます。（表 2－ 1－ 2）

　また、大山隠岐国立公園の海域内に、島根半島（日御碕）ほか４地区の海中公園地区が

指定されています。
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（２）自然公園の利用

　自然公園は、優れた自然の風景地を保護するとともに、これを健全な野外レクリエーショ

ンの場としても活用するものですが、その利用形態も社会情勢の推移とともに多様化して

きています。特に最近は都市型生活化に伴って、身近な自然を相手とするハイキング、自

然探勝、キャンプ等の低廉で健全な野外レクリエーションの需要が強くなってきており、

自然に恵まれた本県の自然公園は、これらの需要を満たす格好の場として、その存在価値

が増大しています。

（３）自然公園の管理

　健全な利用を促進するための自然公園清掃活動事業、自然に親しむ運動等の諸施策を実

施したほか、他事業との調整を図るために各種の許認可を行いました。

①自然公園施設の管理

　歩道、園地、駐車場、公衆便所など自然公園の施設については、原則として市町村に

適正な管理を委託しており、安全で快適な自然公園の利用を図っています。（表 2 － 1

－ 4）

②三瓶自然館及び附属施設の管理

  国立公園三瓶山全体をフィールドミュージアムとして位置づけ、自然学習や野外レク

リエーションの場として活用する「三瓶フィールドミュージアム」には、三瓶自然館・
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北の原フィールドセンター・ヘルシートレーリングコース等の施設を整備しています。

　また、三瓶自然館附属施設としては北の原野営場、三瓶小豆原埋没林公園、ふれあい

の里奥出雲公園があり、効率的で適切な管理を行うとともに自然教育の場としての機能

を充実させるため、財団法人三瓶フィールドミュージアム財団に管理を委託しています

表 2 － 1 － 4　自然公園施設の管理委託状況。
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③自然公園美化清掃交付金

　自然公園内でも特に清潔の保持が求められる地域の清潔の保持を図るため、当該地域

の清掃事業を行なう市町村に対し、交付金を交付しました。

　16 年度交付実績　14 市町村　5,550 千円

④自然公園のパトロール及び許認可

　生活環境の都市化や、余暇時間の増加に伴って自然公園の存在価値も増大しており、

春季及び夏季の利用最盛期を中心にパトロールを強化し、健全な利用の普及を図ると共
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に違法行為の防止や許認可手続等の指導及び処分を行いました。

⑤自然保護レンジャー制度

　県内の自然公園等（国立・国定公園、県立自然公園、中国自然歩道、自然環境保全地域）

においてボランティアとして動植物の保護、野外活動の指導及び情報提供などの活動に

従事できる方 142 名を第 10 期島根県自然保護レンジャーとして委嘱（任期２年：平成

16 年度～平成 17 年度）し、その協力を得て自然保護の推進を図りました。

⑥自然に親しむ運動

　７月21日から８月20日までの1か月間を中心として自然公園の利用を中心とした「自

然に親しむ運動」が全国的に展開され、県内各地で自然に親しむ各種の行事が実施され
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ました。

⑦その他

　一般的な管理業務として、各種自然公園の施設の維持補修及び国立公園表示板等の標

識整備の管理事業を実施した。また、実行委員会主催による、クリーン三瓶を実施しま

した。

３　自然とのふれあいの確保

　祖先が私たちに残してくれた豊かな自然環境―すぐれた自然景観、豊かな緑、清らかな

湖水や水辺、さわやかな空気、静けさ、美しい街並みや歴史的な雰囲気―の中で生活を営

み、またこのような恵まれた生活環境を次の世代へ伝えていきたいという願いは誰にも共

通するものです。

　しかしながら、現実には経済の発展と社会生活の変化にともない、私たちの知らない間

に、自然は大きくその姿を変え、身の回りからは消えていきました。同時に、人々の自然

に接したいとする要求は切実になり、また親たちは子供たちが自然を知らなくなってきた

ことを心配しはじめ、現代文明の便利さを追い求める一方で、自然の大切さを実感として

とらえはじめました。

　自然の保護はかつてないほど重要な課題になっていますが、自然保護をすすめていくに

は、行政だけではなく、県民一人一人が自然保護の必要性をしっかりと認識し、自然保護

を習慣として行動するようにすることが大切です。そのためには、まず、できるだけ自然

にふれ、自然に親しみ、そしてその仕組や人間とのかかわりについて理解を深めることが

必要です。

　自然に親しむには様々な方法がありますが、なかでも野外で実際に動植物などの生態を

観察することが大切なことです。自然観察は、自然環境を構成する、地形・地質、植物、

動物などの要素について知るだけではなく、自然相互、そして人間と自然との密接なかか

わりを理解し、自然の全体像をみる目を養い、自然保護の必要性を確認するうえで重要な

手だてになるといえます。

　本県においても、近年の自然を求める風潮の高まりに伴って、市町村や民間団体主催の

観察会が、各地で開催されています。

　自然観察会は、ありのままの自然を観察することに意義があり、その時々の季節や場所

にとらわれることはありませんが、自然の仕組や観察の方法を解説することができる指導

者が必要になってきます。そこで、財団法人日本自然保護協会及び財団法人三瓶フィール

ドミュージアム財団の協力を得て、自然観察指導員講習会を開催し、日本自然保護協会の

制度である自然観察指導員を養成してきました。しかし実際には個人の趣味活動に止まり、

自然観察会を自ら企画したり、指導員としての活動ができる人は限られてしまうため、観

察会が集中する季節には、観察指導者の確保が困難なこともありました。

　そこで、自然観察会をさらに普及させ、すそ野を広げていくためには、指導者を確保す

ることが急務であるとの観点から、県独自の自然解説員制度を発足させ、S61 ～ 62 年度

で第１次、H10 ～ 11 年度で第２次の島根県自然解説員の養成を行い、H16 年度末現在 63

名で構成されています。また、自然観察指導員、県自然解説員等のフォローアップ研修を

行い、指導員等の資質向上を図っています。

　また、三瓶自然館を中心とする三瓶フィールドミュージアムを、自然とのふれあいの場、
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自然学習の拠点として、利用を促進するとともに、その中核施設である三瓶自然館では自

然系博物館として自然環境に関する調査研究や環境教育に努めました。一方、自然公園等

の適正な利用を図り、自然とのふれあいの場を確保するため、国立・国定・県立自然公園

を通じて計画的に施設整備を進めました。また、中国自然歩道についても利用の促進を図っ

ています。

　自然公園を中心に標識や植物名札を設置したモデルコースを整備し、いつでも誰でも手

軽に自然観察ができるようなガイドブックを作成し、一部ホームページで公開しています。

現在、立久恵峡、裏匹見峡、千丈渓、三瓶山北斜面自然林、地倉沼、八重滝、朝日山、船

通山、大満寺山、松江市法吉地区、ふれあいの里奥出雲公園、鷲ヶ峰の 12 コースが利用

できます。

　また、居住地及びその周辺で身近な自然が残され、昆虫や野鳥等の小動物や植物の観察

など、自然に親しむことに適した歩道を平成２年度から “みんなでつくる身近な自然観察

路”として 51 ヶ所選定し、地域における自然とのふれあいの拠点としての活用を図って

きたところです。

　これら選定地域を中心に身近な優れた自然もあわせて紹介するガイドブックとして、「み

んなの自然ガイドブック」（５地域編）を作成しています。

（１）自然とのふれあいの場の整備

　自然公園においては、その優れた自然の風景地を保護するとともに、自然に親しむ目的

で自然公園を訪れる利用者のための利用施設を整備する必要があり、それぞれの利用形態

に対応した公共的施設の整備を進めてきました。しかし、施設の不備により、勝手に自動

車を園地内に乗り入れ、キャンプをしたりするなど自然を保護する上で好ましくない状況

が見られたり、施設の老朽化に伴い利用者が快適で安全に利用することができない施設も

見受けられます。

　このため、効果的な利用を図る施設として、自然探勝歩道、園地、駐車場及び公衆トイ

レなどの施設を重点的に、国、県及び市町村が連携を取りながら整備を進めてきました。

　また、中国自然歩道においても、施設の不備や老朽化に伴い、整備を進めてきました。

　その中で、平成 16 年度に県が整備した施設は、表 2－ 1－ 6のとおりです。

表 2 － 1 － 6　自然公園施設整備一覧（平成 16 年度）
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（２）中国自然歩道

①延長 562.7km

本線ルート L＝ 481.2km

（津和野―匹見―浜田―川本―温泉津―三瓶―立久恵―大社―一畑薬師―美保関）

南北ルート L＝ 81.5km

（一畑薬師―斐川―木次―吾妻山）

②策定年度　昭和 52 ～昭和 57 年度

（平成 4年度一部見直し）

③関係自然公園

国立公園 大山隠岐

国定公園 西中国山地、比婆道後帝釈

県立自然公園 青野山、浜田海岸、千丈渓、断魚渓・観音滝、立久恵峡、宍道湖北山、

 鬼の舌震

④利用の推進

　中国自然歩道を県民に広く活用してもらい、ハイキング等の利用促進を図るために全

体を 12 のコースに分割し各コース毎にパンフレットを作成してモデルコースや見どこ

ろ等の紹介をしている。

表 2 － 1 － 7

⑤管理

　中国自然歩道の安全快適な利用を図るため、通常のパトロール、草刈等の管理を大田

市ほか関係 18 市町村等に委託するとともに、災害等によって破損した箇所の維持補修

工事を実施している。
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図 2 － 1 － 1　島根県自然保護地域図
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第２節　生物の多様性の確保　

　生物の多様性は、個々の生物種や地域における個体群が維持され、全体として生態系が

保全されることにより確保されるので、本県の豊かな自然の営みを守るため、山林、森林、

河川、湖沼、海岸など、それぞれの環境に応じた生物の生息・生育環境の保全・回復を図

ることが必要です。

１　レッドデータ生物の保護対策【自然環境課】　

　県内の保護すべき野生動植物の貴重性について、平成６年度に学術的見地から、全国

レベルの貴重種 A、中国地方レベルの貴重種 B、県レベルの貴重種 C にランク付け整理

を行い、植物 206 種、昆虫 296 種、淡水魚 15 種、陸産貝類 36 種、哺乳類 25 種、両性・

爬虫類 9 種、鳥類 86 種、クモ類 13 種の合計 686 種を選定して、「島根県の貴重野生動

植物リスト」を作成しました。このリストの掲載種をもとに平成８年度に「しまねレッ

ドデータブック」を発行しました。この中では、保護対策の必要性の度合いの観点から、

緊急保護種、要保護種及び要注意種の３つのカテゴリー区分を設け、動物 191 種、植物

124 種の計 315 種を選定しました。

　その後５年を経過したことなどから、平成 13 年度に「しまねレッドデータブック改

訂委員会」を設置し、必要な現況調査の実施、カテゴリー区分や掲載種の検討など改訂

に向けた作業を進め、平成 15 年度末に「改訂しまねレッドデータブック」を発行した

ところです。改訂にあたっては、掲載分類群の見直しによるクモ類や蘚苔類など８分類

の追加や、環境省に準じて絶滅の段階評価による５区分としたカテゴリー区分の見直し

を行い、掲載種も動物 475 種、植物 361 種の計 836 種としました。

　この「改訂しまねレッドデータブック」については、平成 16 年度末に県の監修の下

に編集された「しまねレッドデータブック普及版」が発行され、県民に広く活用されて

います。

　これらに掲載される絶滅のおそれのある野生動植物を中心として、生息生育状況や生

息生育環境等の調査、失われつつある生息生育環境の再生などの具体的保護対策を実施

しています。

　平成 16 年度には、カラスバトやルーミスシジミ、イズモコバイモなどの確認調査や

県内では三瓶山にしか生息していない蝶であるウスイロヒョウモンモドキの生息環境の

復元、同じく県内では松江市内の１ヶ所にのみ生育する浮葉植物のオニバスの復活など

に取り組んだところです。

２　野生鳥獣の保護管理対策【森林整備課（鳥獣対策室）】

　野生鳥獣による農林作物等の被害を防止しながら、野生鳥獣の保護管理を図るため、

「鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律」に基づき策定した第 9 次鳥獣保護事業計

画（平成 14 年度～平成 19 年度）および、絶滅のおそれのある野生生物を保護するため、

「絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法律（種の保存法）」に基づいて鳥

獣行政を推進していくもので、その主要事項は次のとおりです。

○鳥獣保護区、特別保護地区、休猟区、銃猟禁止区域、狩猟鳥獣捕獲禁止区域、鉛散
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弾規制区域の指定整備に関する事項

○鳥獣の放鳥獣に関する事項

○有害鳥獣の捕獲に関する事項

○鳥獣の生息状況の調査に関する事項

○鳥獣保護事業の啓発及び実施体制の整備に関する事項

○絶滅のおそれのある種の保存に関する事項

　平成 16 年度に実施した主な事業は次のとおりです。

（１）平成 16 年度末現在の鳥獣保護区等の指定状況は別表 2 － 2 － 1 のとおりで、鳥獣

保護区の新規指定はありませんでした。

（２）愛鳥週間（5 月 10 ～ 16 日）行事の一環として、小・中・高等学校及び特殊教育

諸学校の児童・生徒を対象とした愛鳥週間ポスター図案の募集（応募校 52 校、応募

数 606 点）、その入賞者の表彰と作品の展示（タウンプラザしまね）や野鳥観察会（松

江２回、出雲１回、益田２回）を実施し、さらに愛鳥モデル校に図書等を配布し愛鳥

思想の普及啓発に努めました。

（３）水鳥の保護対策の基礎資料とするため、例年行っているガンカモ科鳥類の生息調

査（宍道湖・神西湖・高津川）を 10 月から 3 月までの間に行い、ガンカモ科鳥類の

一斉渡来状況調査（県内全域）を平成 17 年 1 月 16 日前後で実施しました。（表 2 －

2－ 2）

（４）傷病野生鳥獣の救護対策として、傷病野生鳥獣救護ドクターの 7名（松江市、安来市、

出雲市、浜田市、益田市、大田市、西郷町各 1 名）により 198 件（鳥類 165 件、獣類

33 件）の傷病鳥獣の治療を実施しました。

（５）本県では弥山山地をオスジカ捕獲禁止区域に指定し狩猟を禁止していますが、頻

繁な出没や農林作物被害の広範化により深刻な打撃を与えていることから、特定鳥獣

保護管理計画を策定し、個体数調整と生息環境整備を重点的、効率的に進めることと

しています。併せて生息頭数の調査方法も区画法を追加し、より正確な頭数把握に努

めています。

（６）本県西部を中心とする西中国山地に生息するツキノワグマは、国により狩猟禁止

措置がなされているものの、近年生息域の拡大に伴い頻繁に農耕地や人家周辺に出没

し、人身被害の発生の懸念や農林作物、家畜等への被害を発生させるなど、地域住民

に不安が広がっています。

　　このような状況に対応し、特定鳥獣保護管理計画を策定し、出没時の対応指針や問

題グマの判断基準を示すことにより、地域住民の不安をできるだけ取り除きながら、

適切な保護管理に努めることとしております。
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３　自然環境の情報整備　【自然環境課】

　県内の既存の自然環境データを収集・整理し、自然環境情報を把握するとともに、新

たな情報を収集し、量的・質的に充実させ、広く情報として活用していくため、自然環

境調査を行っています。平成 16 年度は、出雲砂質海岸の生態系総合調査などを実施し

ました。

　優れた自然環境保全のため、大規模な開発をはじめとする開発協議においては、継続
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的に収集・整理した貴重野生動植物の生息地などのデータを明示して調整を図っており、

「島根県貴重野生動植物リスト」のリストアップ種等を対象にその分布等の自然環境情

報のデータベース化を行い、平成９年度から自然環境データバンクとして、自然保護・

環境保全施策に活用しています。

　また、優れた島根の自然を広く一般に紹介するため、「自然公園」「中国自然歩道」「自

然環境保全地域」「みんなで守る郷土の自然」「みんなでつくる身近な自然観察路」「自

然観察モデルコース」「しまねレッドデータブック」などを紹介したホームページを開

設しています。

４　宍道湖・中海のラムサール条約登録推進　【自然環境課】

　平成 17 年 11 月にアフリカ・ウガンダで開催される第９回ラムサール条約締約国会議

での、宍道湖・中海の、ラムサール条約同時登録を目標に、その要件である国指定鳥獣

保護区特別保護地区に両湖を指定するため、平成 16 年度においては特に中海について、

環境省に協力し、周辺自治体、関係団体との意見調整に努めました。
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第３節　森林・農地・漁場の保全と活用

１　森林・農地・漁場の保全

（１）森林の公益的機能の維持保全　【森林整備課】

　森林は、水資源のかん養、国土の保全、環境の保全等の公益的機能を有しています。

このうち、私たちの暮らしを守るため、特に重要な役割を果たしている森林については保

安林として積極的に指定を行っています。

　又、この保安林の中で自然災害等により機能が低下したものについては、治山事業を行

い機能回復を図っていきます。

　さらに、自然環境が優れた保安林については、貴重な動植物や自然景観等に配慮しつつ

維持保全に努めていきます。

主な事業

①水資源の安定供給、自然環境の形成等の面から、特に重要な水資源地域において、流域

等を単位とする荒廃した森林を面的、総合的に整備します。（水源流域広域保全事業）

②集落等の周辺森林において、水源かん養機能を高めるとともに、水資源の安定供給に務

めるため、荒廃森林を整備し荒廃地の復旧を図ります。（水源流域地域保全事業）

③森林の有する保健休養機能を高度に発揮させるため、国土保全機能と保健休養機能を兼

ね備えた保安林の整備を行います。（生活環境保全林整備事業）

④自然環境の優れた地域等において、森林がより高度に国土保全機能、自然環境保全機能

等を発揮するため、自然景観、貴重な植物等にも配慮し荒廃森林の整備、環境保全型の

治山施設を設置します。（自然環境保全治山事業）

（２）森林空間の総合整備の推進　【森林整備課】

　江津市では、江津市浅利町地内の市有林が松くい虫被害により枯損したために、平成 9

～ 13 年度までの５ヶ年で「森林空間総合整備事業」により、広葉樹 32 種 156 千本を植栽

し、森林公園としての整備を行い、平成１４年度から「共生林整備事業」を行い保育管理

を行っています。

（平成 16 年度事業実績）   ・雑草木、不用木の除去  58ha

（３）森林被害対策の推進　【森林整備課】

①松くい虫被害対策

　　県下の松くい虫被害は、昭和 48 年以降増加の一途をたどり、昭和 59 年に約 11 万 m3

の過去最高を記録した。その後は減少傾向で推移し、平成 16 年度の被害量は約 2 万 8

千 m3 で、ピーク時の約 1 ／ 4 まで減少したものの、気象要因等によっては、再激化す

るおそれがあるため、引き続き適切な被害対策を推進する必要があります。

　被害対策については、予防措置（空中散布等）と駆除措置（伐倒駆除等）を組み合わせ

た効果的な防除を行うほか、平成 9年度に設立された「森林病害虫等防除センター」に

よる防除用機器の貸し出しや、各種研修会の開催に対する支援など、地域住民への普及

啓発活動も併せて行うことにより、総合的な松林保全対策を推進しています。

（平成 16 年度事業実績）

・予防措置 3,200ha
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・駆除措置 9,400m3

・防除センター活動 研修会、機関誌の発行等

②森林被害予防対策

　　火災、気象災害（風害、水害、干害ほか）を受けた森林の損害を補償するために、「森

林国営保険」への加入促進を行いました。

　　また、山火事未然防止のため、表示板の設置やポスター、物品配付などによる普及活

動を行いました。

（平成 16 年度事業実績）

・保険加入件数 853 件

（４）農地保全対策の推進

　農村地域は、食料の生産・供給の場であるとともに、そこに住む人々の生活の場であり、

豊かな自然や、気候・風土に育まれた独特の農村景観により人々に安らぎを与えてきた場

でもあります。

　特に県土の約 9割を占める中山間地域では、生産基盤整備や生活環境整備を一体的・総

合的に行うことにより、農業農村の活性化を図りながら農地の保全を積極的に展開してい

ます。またその整備に当たっては、生態系や景観・親水にも配慮し、新たな農村環境を生

み出すことなどにより、地域住民の憩いの場や都市交流の場としても活用できるよう整備

しています。

①中山間地域総合整備事業

　　過疎、山村振興、離島振興、半島振興、特定農山村の指定を受けた地域等における中

山間地域で、ほ場整備や農道、農業用用排水路などの農業生産基盤や、集落道や農村公

園などの農村生活環境基盤等の整備を総合的に行い、農村を取り巻く環境保全対策を実

施しています。

　平成 16 年度事業実施地区数 11 地区

②農村振興総合整備事業

　　ほ場整備により、優良農地を確保するとともに、都市と農村の交流促進のための農村

公園緑地整備等を行い、農村地域の住環境の向上や地域環境の保全を図ります。

③農村総合整備事業

　　農業生産基盤の整備及びこれと関連のある農村生活環境の整備を総合的に実施すると

共に、

　都市と農村の交流促進のための農村公園緑地整備等を行い、豊かな自然を享受するこ

とができる農村地域の創出に役立っています。

　平成 16 年度事業実施地区数 1 地区

④ふるさと水と土基金事業（中山間ふるさと・水と土保全対策事業）

　　中山間地域等における水路や農道などの土地改良施設や、これと一体的に保全する必

要があると認められた農地について、機能の良好な発揮と地域住民活動の活性化を図る

ため、人材の育成や、土地改良施設の利活用及び保全整備等の促進に対する支援を行い

ます。

（５）環境にやさしい農業の確立　【農畜産振興課】

①　推進事業
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ア　島根県エコロジー農業推進協議会の開催

　学識経験者、消費者団体、農業団体、行政等を委員とする島根県エコロジー農業推進協

議会を開催し、島根県エコロジー農産物推奨制度等について検討を行いました。

イ　環境にやさしい農業研修会の開催

　市町村、農業協同組合、農業団体、流通関係者、県関係機関の関係者及びエコファーマー

等を対象に「マッチング見本市および土づくり研修会」を開催しました。

ウ　実証展示ほ場の設置

各農林振興センターで、環境にやさしい農業技術の実証展示を行い、その普及拡大を図り

ました。

エ　島根県エコロジー農産物推奨 PR システムの開発

環境にやさしい農業の推進のため、島根県エコロジー農産物推奨制度の事務手続きを簡便

化するとともに、生産履歴等を公表することができるシステムを開発しました。

　これらの取組みにより、平成 16 年度に持続農業法に基づく認定農業者（エコファーマー）

は累計 820 名となりました。

②　調査・試験研究

ア　環境保全型農法における特色ある野菜栽培技術の確立

　堆肥及び有機質肥料の適正な利用を推進するため、作物の吸肥特性に応じた合理的な施

用技術確立のための試験を実施しました。

イ　低カドミウム農作物栽培技術の確立

　　主な農産物についてカドミウム濃度の実態を調査するとともに、米のカドミウム含量

の低減技術を確立するための試験を実施しました。

③　農業用廃プラスチックの適正処理

　島根県農業用廃プラスチック適正処理推進方針（平成 11 年 12 月 1 日制定）に基づき、

次の事項を実施しました。

ア　地域協議会における組織的回収処理システムの構築

　県内全地域（９地域）で地域協議会が設立されており、地域毎に組織的回収処理システ

ムが構築され、うち県内８地域で組織的回収によるリサイクル処理を実施しています。

イ　適正処理及びリサイクル啓発パンフレットの配布

　リサイクル処理未実施地域でパンフレットを作成・配布し、農業用廃プラスチックの適
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正処理とリサイクル処理に対する意識の醸成を行いました。

ウ　農業用廃プラスチックリサイクル処理支援事業の実施

　各地域協議会又はＪＡ等が国庫補助事業を導入して組織的回収リサイクル処理を推進す

るために必要な活動を実施する場合、県が実施主体に対して上乗せ補助を実施して支援

する制度を行っており、平成 16 年度は雲南地域に対して実施しました。

エ　農業用廃プラスチックリサイクル処理推進員の育成

　　各地域でのリサイクル処理の推進とリサイクル処理のための分別を徹底するため、平

成 14 年度から推進員の認定研修・試験を行っており、Ｈ 16 年度は 21 名が新たに認定

され、合計 105 名の推進員が認定されております。

　これらの取組みにより、県内全域での農業用廃プラスチック適正処理体制の構築とリサ

イクル処理の推進が図られており、以下のような成果が現れております。

・農業用廃プラスチックの回収率アップ

　平成 15 年度：645 トン（県内排出量の 84％）→平成 16 年度：736 トン（同 95％）

・リサイクル処理率アップ

　平成 15 年度：118 トン（県内排出量の 18％）→平成 16 年度：210 トン（同 29％）

（６）漁場環境保全対策の推進【水産課】

　沿岸地域は、日本海、中海・宍道湖など豊かな水環境に恵まれていることから、その水

域の恵みによって多種多様な漁業が営まれています。また、水辺は多くの人々の生活の場

となっているとともに、人々に釣など各種の余暇空間を提供し、すぐれた自然景観や故郷

を思い起こさせる‘はまの集落’の景観は人々に安らぎを与え多くの観光客が訪れていま

す。

　豊かな漁場を守ることはとりもなおさず豊かな水環境を守ることであるから、本県は漁

場環境の監視や漁場に堆積した廃棄物の処理、また海浜の美化に関して近年活発になって

きたボランティア活動への支援などを行い、漁場環境の保全対策を推進しています。

①漁場環境保全対策事業

　　優良な漁場となっている海域において、定点を定め水質・底質・水生生物を継続調査

するとともに、全ての沿海漁業協同組合の協力により油流出事故等の発生を監視しまし

た。

　平成 16 年度事業実施地区　4地区（海面：出雲、石見、隠岐各 1地区、宍道湖・中海）

②漁場環境保全推進事業

　　県及びモデル市町村において、海浜美化意識の啓発普及、ボランティアによる美化活

動の推進、ボランティアの育成等を行い、県下各地で行われる美化活動に対しゴミ回収

袋等資材を提供しました。

　平成 16 年度事業実施地区 5 町村

　資材の提供 9 市町村　77 団体　15,000 枚

③漁民の森づくり活動推進事業

　　県、島根県漁業協同組合連合会、漁業協同組合、森林組合等を構成員とした「漁民の

森づくり協議会」を設置しており、当協議会による活動計画の策定や同計画に沿って実

施される啓発普及活動、植樹・育林のボランティア活動を支援しました。

　　平成 16 年度実施地区　4地区　植林面積　1.23ha　植樹　2,400 本
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２　森林・農地・漁場における地域資源の多面的活用

（１）中国山地森林文化圏の整備　【林業課】

　中国山地の島根・広島県境の２地域を舞台に『森林文化』をキーワードとして、「地域

の自主性による施策展開」や「山村からの情報・文化の発信」などの視点から圏域町村に

よる共同事業を展開してきました。

　中央中国山地においては平成８年度に中央中国山地森林文化圏整備事業推進協議会を、

また西中国山地においては平成 10 年度に西中国山地森林文化圏整備推進協議会を設立し

て以降、それぞれに県境、町村の枠を越えた共通の目標を掲げ、圏域の自然や森林資源を

活かした体験交流イベントの開催、森の案内人などの人材育成や圏域登山アクセスマップ

などによる情報発信に取り組みました。

両協議会とも活動開始から 10 年程度経過し、様々な活動を通じて新たな活動主体やネッ

トワークが生まれたこと、圏域町村での合併が完了または進行していることなどから、中

央中国山地は平成 15 年度、西中国山地は平成 16 年度をもって活動を終了しました。

　なお、平成 16 年度は西中国山地において、圏域の各町村が独自のモデル事業を実施す

るとともに、圏域内の森林文化資源を活かすための地域研修を島根・広島県の圏域エリア

で開催したり、情報誌「森のガイドブック」を増刷し、圏域の森林についての情報発信な

どを行いました。

（２）森林資源の利用の推進【林業課】

　森林から生産される木質資源は、人にやさしい、心安まる素材であるとともに、再生産

可能な自然素材であり、その利用を推進することは、森林のもつ多面的機能の発揮を通じ

て地球温暖化の防止や資源循環型社会の形成に資するものです。

　また、地域の森林で生産された木材を地域の住宅や公共施設等に幅広く利用することは、

地域の森林の適切な整備を促すばかりでなく、地域経済の活性化にもつながることから、

平成 16 年３月、「島根県木質資源活用維新計画」を策定しました。これは、木質資源を活

かし、木を育て、森を護る循環を活性化しさらに発展させるための県民・企業・学術・行

政など諸分野が連携・協働して取り組むべき内容を示した行動プランです。

　具体的な取り組みは、①県産木材を使用した地場の木造住宅建築の推進、②公共事業等

での県産木材の着実な使用、③県内企業の木質資源加工・利用技術の強化、④県産木材の

大口・新規の需要先開拓と安定供給、⑤消費者が見て選べる県産木材の展示販売の仕組み

構築、⑥木質バイオマス活用の取り組み育成、⑦これらを支える基盤的取り組みからなっ

ています。

　この計画を確実に推進するため、４つのプロジェクトを構成するとともに、各取り組み

をチェック、監視する組織として「木質資源活用推進会議」を設置し、進捗状況の評価や、
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計画の見直しも行うこととしています。

　また、県内で生産され県内で製造された木材製品を「しまねの木」として認証する「し

まねの木認証システム」など、本計画を推進する上で重要な仕組みを構築し推進していま

す。

　

（３）棚田地域の保全とその利活用　【農村整備課】

　農業生産の場として長い歴史を経て形成・維持されてきた棚田地域は、国土の保全や水

資源のかん養など様々な公益的機能を有しており、下流域の都市住民の生命・財産を守る

重要な役割を果たすとともに、農山村の原風景を保持するなどの多面的な機能を発揮して

います。この棚田地域における保全対策やそれに関わる地域活動の支援を行っています。

①里地棚田保全整備事業

　　良好な景観の形成や国土の保全等の多面的機能を有する棚田地域において、営農の継

続を通じてその多面的機能を維持するため、地域の特性に即した簡易な整備を実施しま

す。

②ふるさと水と土基金事業（中山間ふるさと・水と土保全推進事業）

　　基金の運用益等の活用により、棚田保全への県民参加を促すとともに、保全や利活用

のため活動を行う集落組織等の育成・定着並びに持続的な活動を支援します。

（４）美しく豊かな海辺の保全と活用　【漁港漁場整備課】

　美しく豊かな海と漁業集落は、漁業活動に加え人々が訪れ、憩い、交流する場として重

要な役割を果たしているためその維持・保全を推進しています。

①漁港環境整備事業

　　漁港における景観の維持・美化を図り快適で潤いある漁港環境を形成するため、植裁

や運動施設の整備などを行う。

　平成 16 年度事業実施漁港　4漁港

②漁業集落環境整備事業

　　漁業集落における生活環境の改善を総合的に図り併せて生活廃水による海洋汚染を防

止するため、集落道、水産用飲雑用水、漁業集落排水、緑地・広場等の整備を行う。

　平成 16 年度事業実施漁港　10 漁港

③漁港漁村総合整備事業

　　離島等の小規模な漁港漁村において、漁港施設及び生活環境施設の整備を総合的に行

う。

　　平成 16 年度事業実施漁港　3漁港

④海岸環境整備事業

　　国土の保全と併せて養浜や植栽・遊歩道の設置等により海岸部の総合的なレクリエー

ション機能の整備を行う。

　平成 16 年度事業実施海岸　6地区
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第４節　快適な生活空間の形成

１　良好な景観形成の推進　【都市計画課（景観政策室）】

（１）ふるさと島根の景観づくり

　島根県は優れた自然景観に恵まれ、伝統文化に彩られた個性豊かな景観が形づくられて

きましたが、これらの貴重な景観も時代の流れのなかで次第にその姿を変えつつあります。

　そこで、わたしたちの暮らしや地域の発展との調和を図りながら、過去の世代から受け

継いだ貴重な景観を守り、育てることにより、生活と文化の豊かさを実感できる県土を創

るため平成３年 12 月に「ふるさと島根の景観づくり条例」を制定しました。

　この条例に基づき、景観形成上特に重要な地域である宍道湖周辺を「宍道湖景観形成地

域」として指定し、良好な景観形成の推進を図るとともに、県内全域において、大規模な

建造物の建設や開発行為などについて、適切な景観づくりを誘導しています。

　なお、平成 16 年 12 月には、「景観法」が施行され、今後の景観対策のあり方として、

市町村によるよりきめ細かな景観づくりの推進が求められています。

（２）主な景観対策事業

①大規模行為等の届出

　景観に影響を与える建築物、工作物の設置や開発行為について、事前に届出を求め、

良好な景観形成のためにその行為の形態、意匠、緑化等について必要な指導・助言を行っ

ています。

　平成 16 年度は、大規模行為の届出が 129 件、景観形成地域内行為の届出が 64 件あり

ました。

②地域景観づくり活動促進事業

　地域を主体とした魅力ある景観づくりを促進するために、島根県景観づくり基金（10

億円）により、住民や事業者が各種協定に基づき行う景観形成活動や市町村が行う景観

向上のための自主的かつ積極的な活動を支援しています。

　平成 16 年度は、住民及び事業者の景観づくり経費補助件数 3 件、市町村の景観づく

り経費補助件数 3件でした。

③築地松景観保全整備事業

　出雲平野の自然と文化に根ざした個性ある景観をつくり出している築地松を後世に伝

え残すため、築地松景観保全対策推進協議会が行う築地松の保全整備活動を支援してい

ます。

　平成 16 年度末現在で、特定 68 件、一般 86 件、合計 154 件の築地松景観保全住民協

定を認定しています。

④しまね景観賞

　優れた景観を形成している建物などを表彰することにより、県民の景観に対する意識

高揚を図るため、「第 12 回しまね景観賞」を実施しました。

　平成 16 年度は、126 件の応募があり、「まち・みどり」など６部門で、計９件の表彰

を行いました。

⑤その他

　石見地方の特色ある風景を形成している赤瓦を有する家並みの維持・保全を図るため
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に「石州赤瓦の家並み保全・創造事業」を、景観づくりのリーダーを育成するために「景

観サポーター事業」をそれぞれ実施しました。さらに、住民等の景観づくりを支援する

ために「景観アドバイザー派遣」を８件行いました。

２　緑化の推進　【林業課】

（１）島根県緑化総合基本計画

　県では、クリーンで緑豊かな島根の環境づくりを進めるため、平成４年度に「しまね快

適環境プラン」を策定し、地球環境対策を総合的に推進していますが、特に“緑豊かな島

根”づくりを推進するための計画として、平成６年３月に「島根県緑化総合基本計画」を

策定しました。

　この計画は、21 世紀に向けて、緑豊かでやすらぎと潤いのあるふるさとづくりを進め、

県民が緑の豊かさを享受し、快適で安全な生活環境の実現を目指して緑化推進の目標と指

針を示すとともに、県民に対して緑づくりへの積極的な参加を呼びかけるものです。

　平成 16 年度においても、関係機関と連携しながら緑化事業の推進と啓発普及に努めま

した。

（２）主な緑化事業

①ツリーバンク事業

　開発により伐採が予定されている樹木を山取りし、県立緑化センターで一定期間育成

した後、公共施設等の緑化に活用し、緑豊かな生活環境づくりの推進と樹木の有効活用

を図る事業を平成５年度から実施しています。（表 2－ 4－ 1）

年度 引取り 提供

5 ～ 10 31 ヶ所 1,421 本 49 ヶ所 695 本

11 12 ヶ所 274 本 17 ヶ所 192 本

12 8 ヶ所 158 本 20 ヶ所 209 本

13 7 ヶ所 331 本 21 ヶ所 204 本

14 8 ヶ所 178 本 7 ヶ所 216 本

15 6 ヶ所 278 本 19 ヶ所 141 本

16 4 ヶ所 356 本 20 ヶ所 403 本

合　計 2,996 本 2,060 本

表 2 － 4 － 1　ツリーバンク事業の実績

②県民「一人ひとりの緑づくり」運動

　県民一人ひとりが樹木の大切さを再認識し、緑あふれる快適な環境づくりに参加でき

るよう、誕生、入学、結婚などを記念して自ら植樹される方々に、県が苗木を無償で提

供し「思い出の木」として育てていただく県民参加の緑づくり運動を平成７年度から実

施しています。（表 2－ 4－ 2）
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年度 箇所名 箇所数

60
松江商業高等学校、松江東高等学校、松江清心養護学校、
江津清和養護学校

4

61
浜田商業高等学校、川本高等学校、平田高等学校、
川本合同庁舎

4

62 浜田ろう学校 1

63 浜田水産高等学校、益田児童相談所 2

元 松江北高等学校、出雲農林高等学校 2

2 八雲立つ風土記の丘、わかたけ学園 2

3 益田農林高等学校、農業大学校 2

4 松江農林高等学校、矢上高等学校 2

5 さざなみ学園、盲学校 2

6 さざなみ学園、三刀屋高等学校 2

7 農業大学校、農業試験場 2

8 湖陵病院（若松分校） 1

9 平田高等学校 1

10 少年自然の家、内水面水産試験場 2

11 松江農林高等学校 1

12 松江養護学校、木次健康福祉センター 2

13 島根女子短期大学、ふるさと森林公園 2

14 中山間地域研究センター 1

15 松江商業高等学校 1

16 出雲郷小学校 1

表２－４－３　宝くじ協会助成事業（公共施設等緑化事業）の実績

③宝くじ協会助成事業（公共施設等緑化事業）

　自治宝くじの普及宣伝及び緑化運動の推進を目的に、不特定多数の方々の目にふれる

ことの多い公共施設、学校等の緑化事業を財団法人日本宝くじ協会からの助成金を財源

として昭和 60 年度から実施しています。（表２－４－３）

　平成 16 年度は東出雲町立出雲郷小学校の敷地内を緑化整備しました。

年度 個人 団体 合計

7 ～ 10 5,997 本 38,216 本（547 団体） 44,213 本

11 1,461 本 7,215 本（103 団体） 8,676 本

12 2,620 本 9,633 本（181 団体） 12,253 本

13 2,341 本 11,691 本（211 団体） 14,032 本

14 2,785 本 12,368 本（168 団体） 15,153 本

15 2,768 本 8,866 本 (152 団体 ) 11,634 本

16 2,639 本 6,124 本 (107 団体 ) 8,763 本

合計 20,611 本 94,113 本（1,469 団体） 114,724 本

表 2 － 4 － 2　「県民一人ひとりの緑づくり」運動
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３）緑化推進運動

　森林や樹木等の有する公益的機能に対する県民の期待が高まり、県民の自発的な協力に

よって森林を守り育てていくため、平成７年５月８日「緑の募金による森林整備等の促進

に関する法律」が制定され、緑の募金が誕生しました。

　この法律に基づき島根県では、（社）島根県緑化推進委員会が緑の募金活動と募金によ

る森林の整備及び緑化の推進の取り組みを行っています。

　平成 16 年度においても、緑の募金を活用して森林整備事業、緑化推進事業、国際協力

事業及び緑の少年団活動事業を行いました。

　また、県立緑化センターを中心にして緑化研修会や緑化相談の実施、公共施設の緑化推

進を通じて緑化に関する普及啓発を図りました。

３　都市公園の整備　【都市計画課】

　都市公園とは、都市計画施設である公園または緑地で地方公共団体が設置するもの及び

地方公共団体が都市計画区域内において設置する公園または緑地及び広域の見地または国

家的記念事業として国が設置する公園または緑地をいいます。

　都市公園は、都市空間に緑豊かなオープンスペースを確保し、都市景観の向上に役立つ

とともに、健康の維持増進やレクリエーション活動、文化活動の拠点となるほか、災害時

の避難場所となるなどの多様な機能を有しています。特に近年は地球温暖化対策として、

都市公園が温室効果ガスの吸収源として位置づけられるなど重要な役割を担うようになり

ました。

　都市公園の種類としては、表 2－ 4－ 4のとおりです。

種類 種別 内　　　　　容

住区基幹公園

街区公園
主として街区に居住する者の利用に供することを目的と
する公園で 1 箇所当たり面積 0.25ha を標準とします。

近隣公園
主として近隣に居住する者の利用に供することを目的と
する公園で 1 箇所当たり面積 2ha を標準とします。

地区公園

主として徒歩圏内に居住する者の利用に供することを目
的とする公園で 1 地区当たり 1 箇所面積 4ha を標準とし
て配置します。都市計画区域外の一定の町村における特
定地区公園（カントリーパーク）は、面積 4ha 以上が標
準です。

都市基幹公園

総合公園
都市住民全般の休息、観賞、散歩、遊戯、運動等総合的
な利用に供することを目的とする公園で都市規模に応じ
1 箇所当たり面積 10 ～ 50ha を標準とします。

運動公園
都市住民全般の主として運動の用に供することを目的と
する公園で都市規模に応じ 1 箇所当たり面積 15 ～ 75ha
を標準として配置します。

大規模公園

広域公園

主として一の市町村の区域を超える広域のレクリェー
ション需要を充足することを目的とする公園で、地方
生活圏等広域的なブロック単位ごとに 1 箇所当たり面積
50ha 以上を標準として配置します。

レクリエー
ション都市

大都市その他の都市圏域から発生する多様かつ選択性に
富んだ広域レクリェーション需要を充足することを目的
とし、総合的な都市計画に基づき、自然環境の良好な地
域を主体に、大規模な公園を核として各種のレクリェー
ション施設が配置される一団の地域であり、大都市圏そ
の他の都市圏域から容易に到達可能な場所に、全体規模
1000ha を標準として配置します。

　国　営　公　園

（イ）主として一の都府県の区域を超えるような広域的
な利用に供することを目的として国が設置する大規模な
公園で、1 箇所当たり面積が約 300ha 以上のもの、又は
災害時に広域的な災害救援活動拠点として配置します。

（ロ）国家的な記念事業等として、我が国固有の優れた
文化的資産の保存及び活用を図るために設置します。

緩衝緑地等

特殊公園
風致公園、動植物公園、歴史公園、墓園等特殊な公園で、
その目的に即し配置します。

緩衝緑地

大気汚染、騒音、振動、悪臭等の公害防止、緩和若しく
はコンビナート地帯等の災害の防止を図ることを目的と
する緑地で、公害、災害発生源地域と住居地域、商業地
域等とを分離遮断することが必要な位置について公害、
災害の状況に応じ配置します。

都市緑地

主として都市の自然的環境の保全並びに改善、都市景観
の向上を図るために設けられている緑地であり、1 箇所
あたり面積 0.1ha 以上を標準として配置します。但し、
既成市街地等において良好な樹林地等がある場合あるい
は植樹により都市に緑を増加又は回復させ都市環境の改
善を図るために緑地を設ける場合にあってはその規模を
0.05ha 以上とします。

緑道

災害時における避難路の確保、市街地における都市生活
の安全性及び快適性の確保等を図ることを目的として、
近隣住区又は近隣住区相互を連絡するように設けられる
植樹帯及び歩行者路又は自転車路を主体とする緑地で幅
員 10 ～ 20m を標準として、公園、学校、ショッピング
センター、駅前広場等を相互に結ぶよう配置します。

表 2 － 4 － 4　都市公園の種類
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本県の都市公園は、1982 年（昭和 57 年）に開催された「くにびき国体」を契機に整備が
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する緑地で、公害、災害発生源地域と住居地域、商業地
域等とを分離遮断することが必要な位置について公害、
災害の状況に応じ配置します。
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主として都市の自然的環境の保全並びに改善、都市景観
の向上を図るために設けられている緑地であり、1 箇所
あたり面積 0.1ha 以上を標準として配置します。但し、
既成市街地等において良好な樹林地等がある場合あるい
は植樹により都市に緑を増加又は回復させ都市環境の改
善を図るために緑地を設ける場合にあってはその規模を
0.05ha 以上とします。
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災害時における避難路の確保、市街地における都市生活
の安全性及び快適性の確保等を図ることを目的として、
近隣住区又は近隣住区相互を連絡するように設けられる
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れた。これを受けて、今後の河川整備の基本は「多自然型川づくり」となり、河川が本来

有している生物の良好な生息・生育環境に配慮し、併せて美しい自然景観を保全あるいは

創出する川づくりを推進している。

　多自然型川づくりでは、河川に生息している魚類や鳥類等の多様な生息・生育環境を保

全・創出するため、低々水路の設置による水深の確保、覆土による植生の復元、落差工へ

の魚道設置等のほか、人々の潤いや憩いの場としての水辺空間の整備等に取り組んでいる。

５　水道の整備　【薬事衛生課】

　平成 16 年度末現在、県内の水道施設は上水道が 15 箇所（給水人口約 53 万人）、簡易水

道が 202 箇所（給水人口約 18 万人）、専用水道が 40 箇所（約 2200 人）となっている。

　約 71 万 3 千人の県民が水道を利用しており、県内の水道普及率は 95.8％に達している

が、今後ともより一層の普及促進を図らなければならない。

水道用水供給
事業（県営）

上水道事業 簡易水道事業
専用水道 合計

市 町 事務組合 計 公営 その他 計

3 2 8 9 3 20 199 9 208 10 240

4 2 8 9 3 20 202 10 212 10 244

5 2 8 9 3 20 204 10 214 10 246

6 2 8 9 3 20 204 12 216 10 248

7 2 8 9 3 20 208 9 217 10 251

8 2 8 9 3 20 207 7 214 7 243

9 2 8 8 3 19 210 6 216 7 244

10 2 8 8 3 19 208 2 210 6 237

11 2 8 8 3 19 203 2 205 5 231

12 2 8 8 3 19 203 2 205 3 229

13 2 8 8 3 19 203 2 205 3 229

14 2 8 8 3 19 200 2 202 29 252

15 2 8 8 3 19 201 2 203 36 260

16 2 10 4 1 15 200 2 202 40 259

表 2 － 4 － 5　水道施設数                              　　　　　　　　　　　　　　　（単位：箇所）
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総人口 給水人口 普及率

上水道事業箇所 簡易水道事業給 専用水道箇所
全　国
普及率

水人口 給水人口 箇所 給水人口

3 774,282 699,184 90.3 20 512,074 208 185,954 10 1,156 94.9

4 771,369 700,845 90.9 20 513,597 212 186,126 10 1,122 95.1

5 770,039 706,737 91.8 20 519,370 214 186,272 10 1,095 95.3

6 769,854 708,084 92.0 20 520,480 216 186,511 10 1,093 95.5

7 768,299 712,909 92.8 20 522,659 217 189,198 10 1,052 95.8

8 768,691 715,326 93.1 20 526,486 214 187,775 7 1,065 96.0

9 768,310 716,660 93.3 19 525,591 216 189,993 7 1,082 96.1

10 765,980 717,655 93.7 19 527,556 210 189,238 6 861 96.3

11 763,699 716,808 93.9 19 528,070 205 188,048 3 690 96.4

12 759,033 714,521 94.1 19 528,311 205 185,739 3 471 96.6

13 755,878 712,387 94.2 19 526,166 205 185,750 3 471 96.7

14 752,826 713,969 94.8 19 527,065 202 184,981 29 1,923 96.8

15 749,224 712,410 95.1 19 528,172 203 182,597 36 1,641 96.9

16 744,702 713,081 95.8 15 528,650 202 182,244 40 2,187 未定

表 2 － 4 － 6　水道普及率

注）水道法に定める水道の定義
　　上水道事業　　　　計画給水人口5,001人以上の水道事業
　　簡易水道事業　　　計画給水人口101人～5,000人の水道事業
　　専用水道　　　　　居住者101人以上の自家用水道及び水道事業以外の水道で２０m3を超える給水
　　　　　　　　　　　能力をもつ水道　
　　水道用水供給事業　水道事業（上水道・簡易水道）に水道用水を供給する事業


